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1．は じ め に
医療費の未収金問題は医療機関にとって，経営
に係る問題である．平成 17年に実施された四病
院団体協議会（全日本病院協会，日本医療法人協
会，日本精神科病院協会，日本病院会）の調査で
は，四病院団体協議会に加入する病院の約 3,270
病院における累積未収金額が 1 年間で約 219 億
円，3年間で約 426億円になることが指摘されて
いる1）．当院においても未収金問題は例外でなく，
未収金の回収に向けて電話連絡や文書による督促
を医事課で取り組んできたが，音信不通や居住地
の変更などの場合はそれ以上の督促が出来ず回収
が行えない状態であった．そこで未収金の回収率
向上を目的に業務の見直しを行うとともに，弁護
士に契約・委託を導入し，その効果を検証した．
2．取り組み：
弁護士委託までのシステム再構築
未収金を医事課のみで回収していた平成 24年
以前の主な取り組みとしては，督促状の送付や電
話連絡により直接患者と交渉する方法であった．
第一段階から第五段階（図 1）まで約 5か月で再
催告書の送付を行っていたが，その後は定期的に
送付を行うのみであり，未収金の累積金額が増加
する一方だった．そこで，未収金回収業務問題を
解消するために業務の一部を弁護士に委託するこ
とにした．
弁護士に委託するにあたり，督促から法的措置
までの見直し（図 2）を行い回収活動終了による
欠損処理までの流れを作った．また，支払誓約書
の取得や，時効の成立を少しでも防ぐために医療
費の一部入金の徹底を行い，督促状や催告書送付
といった進捗状況も明確に管理した．この医事課
による徹底した督促業務の終了後，平成 18年度
以降に発生した未収金の回収を平成 24年 4月か
ら弁護士へ委託とした．
弁護士委託によって可能となったことは，①住
所調査（住民票の取得），②相続調査（患者が故
人で未払いの場合），③法的措置（支払督促・財
産差押え）等である．委託によりこれまで督促に
至らなかった音信不通や宛先不明，電話連絡で督
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促をしても支払いのない患者からの債権回収がで
きるようになり，裁判所による支払督促も行った
結果，平成 18年度から平成 26年度まで依頼した
未収金 86,264,165 円の内 20,630,731 円（23.9％）
が回収できた．回収業務に掛かった費用は，弁護
士事務所費用が 8,127,612円（成功報酬＋郵送代
等実費負担金）となり，回収額に対する割合は
39.4％であった．業務委託により，平成 18年以
降に回収できなかった未収金は，平成 26年 3月
末時点の集計で，支払督促申立予定及び支払督促
申立済 52％，完済 18％，回収不能 13％（図 3）
となった．また，時効の援用・相続放棄・債務整
理等が明確（図 4）となり，回収活動終了による
欠損金処理が可能となった．
3．考 察
病院にとって未収金は経営の負担となってい
る．未収金問題については院内で他部署と問題を
共有することで未然に防止策を講じることや長期
的な対策が必要3）と言われている．今回の取り組
みを契機に医事課では未収金業務を見直すことで
発生を防ぐこと，発生前の対策を行うことの重要
性が再認識できた．発生前の対策として，入院費
用の概算を伝え退院時に払いやすくすることや，
限度額適用定証の案内を行っている．限度額適用
認定証とは，患者が加入している保険者に申請す
ることで発行され，1か月（暦月）ごとの 1医療
機関（但し入院・外来別）での窓口の支払額（保
険診療分）が一定金額となる制度である．『入院
のご案内』の栞にも記載されているが，患者等に
病室で再度説明することや，患者に説明できない
場合（特に緊急入院）は家族へ電話で説明し，限
度額適用認定証の申請を積極的に勧めている．保
険証の資格がない患者には少しでも早い段階で情
報を得て患者や家族と連絡を取りながら資格取得
を行っている．また，独居の患者には保険証や限
度額適用認定証の手続きについて，患者の委任状
をもらい当院職員が代理で申請を行っていること
も少なくない．生活困窮の患者には医療ソーシャ
ルワーカーと連携を取りつつ，情報を共有し，一
部負担金減免制度や生活保護申請などを紹介する
ことで未収とならないように心掛けている．
また，平成 25年度に京都市での外国人宿泊客
が 100万人を突破している状況2）もあり，昨今，
外国人観光者の当院での緊急受診が増えてきた．
外国人観光者の支払いは，現金払い，カード払い
で徴収しているが，高額になった場合や，持ち合
わせ・カードのない観光者もいる．在日大使館
や，保険を掛けている観光者には保険会社へ問い
合わせを行い，未収にならないように早期に情報
を把握し，細心の注意を払って対応している．外
国人観光者のみならず，未収金対策業務において
は他部署と情報を共有し，連携体制をとることで
早期に未収金を防ぐ対策ができるように努めてい
る．
今回の取り組みにおいて，発生した未収金につ
いては，未収金管理業務を徹底し，段階に応じて
早期に回収業務を行い，必要な時に法的措置がと
れる業務システムが必要と考えられた．弁護士に
業務委託することで未収金回収業務に一定の改善
がみられたが，弁護士委託については，他機関で
は回収率が約 43.5％との報告4）もあり，当院の回
収率（図 3）より高い．しかし，未収金が保険診
療で発生したものか，自由診療や無保険者による
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診療で発生したものかにより対応は異なる．各機
関で未収金の定義が異なると対策業務も異なるた
め単純に他機関と比較できない現状もある．
今後は，未収金回収に対し，費用対効果の面を
考慮しつつ，当院において未収金についての定義
を行い，未収金回収業務システムを再度検討して
いくことが必要である．
4．結 語
弁護士への未収金回収の業務委託は，当院医事
課で対応できなかった回収業務において効果があ
った．
本論文の要旨は第 50回日赤医学会総会にて発表し
た．
開示すべき利益相反はない．
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